
北九州市における太陽エネルギー

利用に関するシステム分析

前田博，村上周太
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1. はじめに

1973年のオイルショック以来，わが国では石油

代替エネルギーの開発研究が強力に推進されてき

た.その中で，自然エネルギーを利用したローカ

ルエネルギーシステムの導入は資源，環境の両面

から望ましく，将来の有望なエネルギー供給形態

の 1 っとして検討されている.ローカルエネルギ

ー源は地域特性に依存して多様であり，またその

供給形態はエネルギー密度の希薄さ故に，地方都

市，町，村単位の小規模分散型とならざるを得な

い.この意味から，全国の多くの都市でローカル

エネルギーシステムの検討が必要とされる.

本研究は，北九州市を対象として，本市で実用

性の高いローカルエネルギーである太陽エネルギ

一利用に関するシステム分析を行なうものであ

る.すなわち，太陽エネルギ一利用システムとし

て太陽光発電システムおよび太陽熱給湯システム

を北九州市に導入した場合，その実現の可能性や

有効性をシミュレーションを通して検討する.

この時，検討の視点として省エネルギー性と経

済性の 2 点を考えるが，太陽光発電シ

ステムの経済性は現時点では既存電力
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システムに明らかに劣っているので，ここで取り

扱う太陽光発電システム相互間の相対コストのみ

を検討する.一方，すでにある程度普及している

太陽熱給湯システムについては，ランニングコス

トも含めた費用・便益分析を試みる.

2. 太陽エネルギーの賦存量

北九州市の太陽エネルギーの既存量を知るため

に，表 1 で気象台で観測されている水平面上の全

天日射量を他都市と比較してみる.ここで，北九

州市は昭和ラ7年の下関気象台の時間ごとの実測デ

ータを月単位に累積したものであり，他都市は標

準気象データ [lJ である.北九州市は冬期で日射

量が少ないものの，春・夏・秋期で鹿児島なみの

日射量を有し，全体として十分な太陽エネルギー

賦存量を有していると言える.

3. 太陽光発電システム

3.1 太陽光発電システムの仕様

ここで想定する太陽光発電システムは，図 1 に

示す蓄電池使用・商用電源併給型であり，これを

北九州市における水平面全天日射量(cal/cm2 .day)
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図 1 太陽光発電システムの概要

一般の一戸建て住宅の屋根南面に設置するものと

する.システムを構成する各要素の仕様を表 2 に

まとめる.これらは電力中央研究所の実験プラン

トに用いられたシステム [2J に準拠している.こ

の時の太陽電池 1-V (電流一電圧)特性は以下

のように与えられている.

1=I.c-Io[exp(C(V +1.R.)) ー 1J

l.c=L ・ l. c (28)[1 +α(Tー 28)J

10=10 (28) ・ exp[r-(T-28) J 

(1) 

(2) 

(3) 

ここで， Lは日射量(kW/m2 ) ， Tは素子温度，

l.c (28) , 10 (28) はそれぞれ短絡電流と逆飽和電

流の 28'C値であり，その他のパラメータは， C= 

0.686， α=9.2x 10-¥ r=4.96x 10-2 となってい

る.また，素子温度Tと日射量L ， 外気温To， 風

速Vwとの関係は

T=To+[22.6/(Vw+1.36)+8.45JL (4) 

で与えられている.

蓄電池システムは一般の鉛蓄電池を用い，サイ

クル寿命を考慮して放電深度を低めに 60% とす

る.充放電効率は80% とし，さらに放電深度や充

放電の制御のための電力をみずから供給するもの

としてその損失を 5%見込んでいる.インバータ

には定格入力(太陽電池モジュール当り 45W) 時

の直交変換効率91%，入力比例損失 3%を想定し

ている.

3.2 モデル世帯の設定

太陽光発電システムの設置規模，すなわち太陽

電池モジュールの設置枚数を決定するために，以

下のようなモデル世帯の住宅を設定した.

1 階延べ床面積: 70m2 

住宅屋根面積: 74m2 

1987 年 7 月号

表 2 太陽光発電システム仕様

要 素

太陽電池モ

ジュール

仕 様

NEDO タイプ45Wモジュール

( 4 インチセル46枚使用)

28'C真性効率 :9.1%

モジュール面積: 0.5m2 

出力:最大出力追尾方式

インパータ | 自励式
効率:定格時 91%，

入力比例損失 3%

蓄電池 |充放電効率: 80% 
充放電制御損失: 5% 

放電深度: 60% 

表 3 日の総電力負荷 (kWh/day)

冬季|準冬季|春秋季|夏[ wl I 準夏期
12.5 I 10.1 I 6.9 I 14.5 I 

太陽光発電利用可能屋根面積: 30m2 

太陽熱集熱器占有屋根面積 7 m2 

太陽電池モジュール 1 枚当りの面積は 0.5m2で‘

あるので，この住宅には最大60モジュールの設置

が可能である.

次に日の電力負荷を，一般家庭で使用され

る電気器具13品目を時間単位に積み上げることに

よって 5 期分設定した.これを表 3 に示す.ここ

で各期に対応する月は，冬期: 1 月， 2 月， 12月，

準冬期: 3 月， 11 月，春秋期 :4 月 5 月 6 月，

10月，夏期: 7 月 8 月，準夏期: 9 月である.

各期の!日電力負荷はそれぞれに時間特性が設定

されており，夏期の例を図 2 に示す.

3.3 発電シミュレーション

太陽光発電システムの有効性を省エネルギー性

と経済性(システム相互間の相対コスト)の 2 面か

らシミュレーションによって評価する.そこで，

省エネルギー率 :8 と相対コスト指数 :Cを定義

する.

8= システムの電力供給量/負荷電力量

C=(各システムのコスト/システム内の最大コ

スト) x 100 

(51) 457 
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図 2 夏期における電力負荷の時間特性

システムの規模として，モジュール数 :40枚，

50枚， 60枚，蓄電池容量: 0, 3kW, 6kW , 9 

kW , 15kW, 25kW, 45kWの組合せによる 21通

りを設定した.システムのコスト見積は，相対コ

ストということでもあり，やや古いが1977年時の

為替レートを 240円/事として以下のデータを用い

た.

(1)蓄電池システム [3J

本体: 8， 880円jkWh

付属設備: 5， 280円jkWh

メインテナソス: 295円jkWh

(2) 太陽電池，インパータ [4J

太陽電池: 20, 160円jkW

インバータ: 2， 400円/kW

発電シミュレーションは以下の手順で行なった.

(1)時間単位に測定された 1 m2 当りの水平面全

天日射量から傾斜面前天日射量を求める.この

時のシステムの設置場所の傾斜角，練度，経度

はそれぞれ31 0，北緯33056'，東経 130 0 57' であ

る.

(2) (1)式の [-v特性から，太陽電池 1 m2 当り

の直流最大電力を求める.

(3) 各システムのモジュール数からシステムの総

直流電力を求める.

(4) (3)の直流電力がインバータの入力電力とな

るので，この値をインパータの定格値(モジュ

ール当り 45W) で正規化して直交変換効率を求

め，交流出力電力を算出する.

458 (52) 
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図 S 太陽光発電シミュレーツョン結果(年間)

(5) 負荷に対するシステムの供給電力に応じて蓄

電池システムの充放電過程をシミュレートし，

省エネルギ一率を算出する.

以上の手順で，太陽光発電システムによって発

電される 1 時間単位の交流電力と省エネルギー率

を算出することができる.

まず，時閥単位を 1 年間累積し年間の省エネル

ギー率と相対コストを見たのが図 3 である.これ

から次のことが言える.

(1)蓄電池容量は 15kW以上ではほとんど効果

が見られない.一方，モジュール数増加の効果は

大きい.

(2) 蓄電池容量 9kW，モジュール数 60枚のシ

ステムの有効性が最も高く，負荷の約65%を太陽

光発電で代替可能である.

次にモジュール枚数を60枚とし，蓄電池容量0，

9kW, 45kW のシステムについて月別に省エネ

ルギー率を見たのが図 4 である.これからも蓄電

池容量 9kWのシステムの有効性が明らかであ

り， 日射量の大きい 3 月から 10月にかけて蓄電池

システムの効果が大きく発揮される. 7 月で省エ

ネルギー率が低いのは梅雨による日射量低下のた

めである.最後に，同ーシステムについて月平均

の時間別に省エネルギー率を見たのが図 5 (1月) , 

図 6 ( 5 月)である. 1 月は日射量が小さいため，

オベレーションズ・リサーチ
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図 4 太陽光発電シミュレーション結果(月平均)

蓄電池の効果がわずかしか認められない.一方 5

月では，日射量がなくなった 19時以後も蓄電池に

よって電力が供給されていることがわかる.蓄電

池容量 45kW と 9kW では，省エネルギー率に大

きな違いはなく，コストを考えると 9kW システ

ムの有効性が高いといえよう.

4. 太陽熱給湯システム

4. 1 太陽熱給湯システムの仕様

モデル世帯の使用湯量を京都市の事例 [6J をも

とに表 4 のように設定する.項目1， 3 は冬期の

み，他は 1 年中使用するものとする.使用水温は

冬期43'C，夏期37'C，中間期4O'Cとする.給湯シ

ステムは一般に普及している貯湯式太陽熱集熱器

であり，集熱器の集熱面積は 3m2，負荷に対して

集熱量が不足する場合は補助エネルギー(都市ガ

ス)を使用するものとする.集熱量推定のための

細かな仕様[7]は省略する.なお，集熱器の設置

傾斜角は31 0 としている.

4.2 集熱シミュレーション

表 4 使用湯量 (C)

項 目 |湯量
1.手洗，洗面 98 

2. 食事片付け 78 

3. 掃除 29 

4. 風呂注水 142 

5. 入浴 61 

1987 年 7 月号

140 

20 
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図 7 月別の日射量と集熱量
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図 8 太陽光発電シミュレーション{ 5 月の時間平均)

発電シミュレーションと同様に，傾斜面全天日

射量から集熱器による集熱量を推定する.月別の

1 m2当りの日射量と集熱量を図 7 に示す.これか

ら本システムの月別集熱効率は40%から53%の聞

である.まず，月別の省エネルギー率(供給熱量/

必要熱量)を見てみると図 8 のようになる.太陽

光発電システムと比べて，夏期に高くその他は低

くなる. 年平均省エネルギー率は 43%程度であ

る.次に月 5 月の日別省エネルギー率を見

たのが図 9 である. 1 月は天候の変化によって省

エネルギー率の変動が激しく日平均18%である.

5 月は比較的安定した省エネルギー率を示し日平

均77% と高い.

4.3 費用・便益分析

太陽熱給湯システムはすでにある程度普及して

12345678910111p  

図 S 太陽熱利用シミュレーション結果(月平均)
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図 9 太陽熱利用シミュレーション結果(日平均)

いるので，ここではその有効性を現在価値を用い

た費用・便益分析によって検証してみたい.ただ

し，通常取り扱われない定期保守費や修理費とい

ったランニングコストも分析の対象に含める.分

析に当って以下の前提をおく.

(1)システムの設置費(機器費，工事費)は一

括して設置時に支払われるものとし，これをS と

する

(2) 保守点検は年 1 回行ない，設置時の l 保守

当りの費用をMとする.設置時から n 年目の保守

費は賃金上昇年率nによってM(1+門戸に変化す

るものとする.これを割り引き率 r によって現在

価値に変換すると

M{ (1 +rl)り(1+r)n} (5) 

となる.したがって n 年目までに支払う全保守

費Mnは

Mη= :E M{(1+rl)i/(1+r)i} (6) 

と表わすことができる.

(3)修理費は使い始めて z 日目の故障率 h(討を

用いた期待値によって表わす.すなわち，システ

ムの故障確率密度がワイフソレ分布にしたがうもの

と仮定すると

h(X)=ﾀ゚X(B-ll (7) 

であり，耐周年数15年 (5475 日)に達したとき，

必ず使用不能になるものとすると ， ß の値を決め

るとえヵ:

え=1/ {゚(5475)(゚-ll} 

460 (54) 

(8) 

と定まる.設置時の 1 修理当りの費用をWとし，

修理費の上昇率および割り引き率を保守費と同様

に扱えば，設置後z 日目の期待修理費の現在価値

切らlì

Wx= W{( 1 +n)/( 1 +r)}(x/365l. 

ぇßX(ß-ll (9) 

( 4) 便益は 1 日ごとの集熱量を都市ガスによっ

て代替した場合の料金に換算したものとする.す

なわち日の必要熱量に対して集熱量が充足す

る場合は必要熱量を，また集熱量が不足する場合

は集熱量を都市ガス料金に置き換える.必要熱量

は(使用量)・{(使用水温)一(源水温)}によって求

められる.ここで，都市ガス料金はエネルギ一価

格が下落する以前のもの(昭和男年価格)を用い

1 m3 当り 4， 500kcal ， 84. 5円とする.これは，も

し現状のようなエネルギ一価格の下落状況を設定

すると，このようなシステムの経済性がいちじる

しく低下することは自明であるからである.

さて，都市ガスで湯を沸かす場合のエネルギ一

変換効率ρを考慮して，湯沸器で p=0.9 とする

と，設置後 j 日目の便益 Ej は，

Ej=(換算熱量)j ・ 84.5/(4500 ・ p) (10) 

となる.またエネルギ一価格上昇率をnとする.

以上から，システム設置後m 目白 (n 年目)に

おける総費用 Tnおよび総便益 Bmは

Tπ=S+51M{(l+fI)/(1+r)}t十(!1) 

W{ (1 +n)/(1 +r) }(m/蜘lÀßm(ß-l l

勿Z

Bm=:E Ej{(I+η)/ (1 +r)}(}/365l (12) 

と表わされる.

さて，分析対象とするシステムの仕様を以下の

ように設定する.

設置費:機器費 15万円}

給湯器費 20万円ト計 52万円

工事費 17万円 j

設置時の 1 保守当りの費用万 2 千円

設置時の 1 修理当りの費用: 5 万円

このシステムに対する感度分析も含めた分析結

オペレーションズ・リ→ナーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



(万円)果を図10 (割引率による感度分析)，

図11(エネルギー価格上昇率による

感度分析)に示す.設定パラメータ

は，図 10では rl =0.06, n=0.06, 

ß=2.0， 図 11 で、はr=O， 06, rl =0.06, 

ß=2.0 である. 両ケースとも， コ

スト的には 15年間で設置費を償却す

ることはできず， 20万円以上の未償

却部分が生じる.感度分析では，エ

ネルギー価格上昇率の感度が最も高

く，前にも指摘したように，エネル

ギー情勢の緩和した現状では，設置

費の未償却部分が拡大することは容

易に推定される.保守費修理費上昇

率や故障率に関するパラメータ F の

感度は小さいので，分析結果を省略

した.図 10，図 11からシステムがコ

スト的に有利なケースを推定してみ

ると，エネルギ一価格上昇率が割り

引き率や保守費などの上昇率よりも

相対的に高い， r=0.05 , rl=0.05 , 

n=0.07，戸=2.0 となり，それでも

18万円程度の未償却部分が生じる.

t _._:半ふ〆52
_v_~-" 

空 54t-xて費用
制 36

18 
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図10 費用・便益分析結果(割引き率感度)
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図11 費用・便益分析結果(エネルギ一価格上昇率感度)

このギャップをコスト以外の，たとえば，快適性

等に相当するものとして受け入れられる家庭で

は，本システムの導入が有効であると言える.

5. 北九州市における省エネルギー率

モデル世帯で設定した太陽エネルギ}利用シス

テムを北九州市全体に導入したと想定した場合，

最大に見積ってどの程度の省エネルギーが達成で

きるか推定してみよう.

そのためにまず，住宅地面積と建坪率に関する

500m x500m メッシュデータを用い，住宅の 1 階

延べ床面積が建坪率上限いっばいに建てられてい

ると仮定して 7 行政区ごとに総 1 階延べ床面積

を推定する.次に，この値をモデル世帯の l 階延

べ床面積で除してシステム設置可能世帯数を算定

1987 年 7 月号

する.この結果が表 5 である.

都心部周辺の小倉北区，戸畑区，八幡東区など

では，集合住宅が多いため設置可能世帯数は50%

台と相対的に低い.郊外住宅地の多し、小倉南区，

八幡西区，若松区では，一戸建て住宅が多いため

設置可能世帯数は高率になっている.北九州市平

均では，総世帯数の 70% がシステム設置可能で

ある.モデル世帯当りの省エネルギー率が，太陽

光発電によって年間電力の65%，太陽熱給湯シス

テムによって年間ガスエネルギーの43%であるの

で，市全体では電力45% (0.65xO. 7)，ガス30%

(0.43 x 0.7) の省エネルギーが期待できる.

6. おわりに

本研究によって次のような結果が得られた.
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(1)北九州市の気象条件は太陽エネルギ一利用

システム環境に適合している.

(2) モデル世帯を仮定したシミュレーションで

は，太陽電池2.7kW，蓄電池 9kWの太陽光発電

システム， 集熱面積 3 m2 の貯湯式太陽熱給湯シ

ステムが最も有効であり，年間使用電力の65% ，

熱量の43% という大きなエネルギーを代替可能で

ある.

(3) 太陽熱給湯システムに関する費用・便益分

析の結果，耐用年数を 15年と考えるとシステムの

設置費を償却することはできない.この未償却部

分をコスト以外の効用として受け入れられる家庭

では，本システムの導入が有効であると言える.

(4) (2) の結果を基に，北九州市全体に太陽エ

ネルギ一利用システムを導入したとの想定で，既

存エネルギーの代替率をやや楽観的に推定してみ

ると，電力で45%熱量で30% との結果を得た.

以上から，北九州市のローカルエネルギーシス

テムとして，太陽エネルギ一利用システムは有効

であると言える.しかしながら，節減できるエネ

ルギーコストが既存システムのコストに到底太万

打ちできないことは周知の通りであり，この方面

の一層の研究が必要とされる.

最後に，本研究が日本証券奨学財団の援助の元

に行なわれたことを記し，深く謝意を表します.

第 1 回 APORS 論文募集

きたる 1988年 8 月 24 日 -26日，韓国ソウルにおい

て第 l 回の APORS の大会を開催します. APORS 

はご承知のように IFORS 加盟学会のアジア・大洋

州地域の連合です. 1985年に発足以来， APORSを

引き受けた日本OR学会がニューズレターの編集発

行，またシンガポールとニュージーランドが協力し

てAPORSの論文誌を年 2 回発行しています.

表 5 太陽エネルギ一利用システム設置可能世帯数

行政区|世帯数 1 1 階延噌|設問数|比率
門司 41474 2278182 26413 0.64 

小倉北 86646 3899525 45212 0.52 

小倉南 54034 4235457 49106 0.91 

戸畑 31542 1408697 16332 0.52 

八幡東 39251 1969670 22836 0.58 

八幡西 79563 5981575 69351 0.87 

若松 24674 1637494 18985 0.77 

市計両7194 げ附ω248235 1 O. 70 
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日本としてはAPORSの最大の学会でもあります

いアジア諸国に役立つ品質の高い論文をたくさん

発表することと，近隣国でありますから，たくさん

の大会参加者を送ることがわれわれの役目かと考え

ます.

会員諸兄の積極的なご協力をお願L 、 L 、たします.

[重要日程]

1987.12.31 アブストラクト締切

1988. 1. 31 受理通知

会長は韓国のOR/MS学会長の羅雄培博士が務 1988. 5.31 事前参加登録締切

めていますが，同氏は韓国の通産相をも務める有力 1988. 8.24-26 大会開催日

|ーら韓国流のー L もてなしをして 論文発表…方は学一叩パ
もらえるものと思います. 合わせください国際委員会より)
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